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テーマ
働き方改革の推進に向けた

技術の活用

グループ発表

「政策課題研究」成果発表

1

自己紹介
所属 氏名

東大和市 岡部 聡
八王子市 村野 ありさ
青梅市 宮島 孝広
国立市 北原 智子
福生市 大橋 雄希
武蔵村山市 藤野 雄太
羽村市 渡邉 裕成

2

目次
１ 仮想自治体の設定
２ テーマの分析
（１）背景の把握
（２）目標の考察
（３）現状・将来動向の把握
（４）問題の把握
３ 課題の設定
４ 政策

3

１、仮想自治体の設定

4

仮想自治体：Ｋ市
・人口 人
・面積 平方キロメートル
（都内の市の中で２番目に小さい）
・都心から約 キロメートル西側
・東西にＪＲ線・国道が通る
・Ｋ駅を中心とする市街地は都内でも
人気の住宅地

仮想自治体の概要

5

旧Ｋ駅駅舎

引用：旧国立駅舎活用状況報告書3ページ図 6

1 2

3 4

5 6
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人 口
現状：人口は増加傾向を維持
将来：労働生産人口が顕著に減少

財 政
現状：市税比率高く比較的良好
将来：人口減による税収の減少

Ｋ市の現状と見通し

7 引用：国立市総合基本計画

Ｋ市の人口推計

8

２、テーマの分析

9

１ 少子高齢化社会の進行

・公務員のなり手減少
・サービス・業務量の増加
・財政悪化

現在の働き方では、
行政サービスの維持が不可能に

（１）背景の把握

10

２ ＩＣＴ技術の進展

・性能・機能の著しい向上
・コストの低下

ＩＣＴ技術を活用した業務見直しが
現実的かつ有効な手法に

（１）背景の把握

11

２ ＩＣＴ技術の進展
日付 出来事
年 月 DeepBlue※1がチェスの世界王者に勝利
年 月 “ ”発売
年 月 サービスイン
年 月 （ ）発売
年 月 サービスイン

年 スマートフォン世界出荷台数が 億台を超える

スマートフォンの国内世帯保有率が ％を超える

年 月 AlphaGo※2が互先なしでプロ棋士に勝利

年 スマートフォンの世帯保有率がパソコンを超える

引用：公表資料から2グループ作成

（１）背景の把握

12

7 8

9 10

11 12
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２ ＩＣＴ技術の進展

事例：コストの低下

引用：総務省「グローバルＩＣＴ産業の構造変化及び将来展望等に関する調査研究」（平成27年）

ストレージ単価の推移

（１）背景の把握

13

３ 民間企業の働き方改革の進展

・柔軟な働き方を実現
・やりがいを追求できる仕事

公務員の働き口としての
安定性がゆらぐ

（１）背景の把握

14

３ 民間企業の働き方改革の進展

・事例１ Ｓ社

引用：子育て応援コンソーシアム第４回会合資料

・３歳未満の子を持つ従業員
について（男女とも）1か月間
の育児休業取得を義務化
・キッズ・ファースト企業を
目標に掲げ、全社で育児休業
の完全取得に向けた取組みを
実施

（１）背景の把握

15

３ 民間企業の働き方改革の進展

・事例２ Ｔ社
・2017年１月に働き方改革実
現に向けた専任組織の「ＢＲ
働き方改革室」を設立。全社
体制で働き方改革を推進
・2018年４月からテレワーク
制度を導入、同12月からは対
象を全部署に拡大

引用：トヨタファイナンス株式会社ＨＰ

（１）背景の把握

16

４ 政府による働き方改革の推進
・労働生産性の向上による成長
・従業員のモチベーションの
向上による労働参加促進

住民のモデルとして率先して取り
組むべき課題

（１）背景の把握

17

働き方改革とは

柔軟な働き方ができること

仕事にやりがいを感じることができる
こと

一般的な定義

２グループの定義

（２）目標の考察

18

13 14

15 16

17 18
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働き方改革は、

職員のためのものであると同時に
市民の方のためのものである

（２）目標の考察

19

目標

ＩＣＴ技術の活用で生み出した時間で
市民のためにやりたい仕事ができる

非効率な仕事の削減
柔軟な働き方の実現

やりがいのある仕事の実現
＝市民のためにやりたい仕事の実現

（２）目標の考察

20

ＩＣＴを活用できる市民とできな
い市民がいる

（３）現状の把握

21

インターネットの利用状況（個人利用率）

総務省 令和元年度情報通信白書 p.253 22

インターネットの利用状況（年齢階層別）

総務省 令和元年度情報通信白書 p.254 23

ＩＣＴ技術の導入について
職員・自治体間で差がある

（３）現状の把握

24

19 20

21 22

23 24
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オンライン手続システムの導入

総務省 地方自治情報管理概要～電子自治体の推進状況（平成３０年度）～ p.14 25

非効率な業務がある

（３）現状の把握

26

非効率な業務の存在

総務省 地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等(平成31年3月29日公表） 27

市民ニーズは多様化している

（３）現状の把握

28

少子高齢社会

内閣府 令和元年版高齢社会白書 p.4 29

共働き世帯の増加

独立行政法人労働政策研究・研修機構 早わかり グラフでみる長期労働統計 30

25 26

27 28

29 30
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業務多忙である

（３）現状の把握

31

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ30
途中 Ｈ31

職員数 463 472 484 487 477

■Ｋ市定員管理計画
業務量の増大

■類似団体との職員数比較
自治体名 市民数 職員数 1人あたり

市民数
類似団体
3市平均 83,766人 439人 190.96人

Ｋ市 75,452人 474人 159.18人

32

■類似団体との時間外勤務時間数比較
自治体名 1人あたり時間外勤務数

類似団体3市平均 131.5時間

Ｋ市 168.3時間

業務量の増大

33

仕事のミスが発生している

（３）現状の把握

34

■事例1
保育所運営委託料について、未払い分と支払い済み分を誤認識し、未払金が発生した。財務
会計システム、保育システム、エクセルデータ間で、整合性の確認を行っていなかった。

■事例2
防犯電気料補助金において、市民から提出される交付申請書の補助金額欄に金額の記載がさ
れていないまま、事務処理を行っていた。

■事例3
廃棄物等処理手数料収納事務委託の契約決裁において、契約期間、委託先件数、委託先代表
者名の誤りがあった。

近年、監査において単純な確認不足・事務処理の漏れなどが
続いていることが指摘されている

業務ではミスが発生している

35

キャリア形成ができない

（３）現状の把握

36

31 32

33 34

35 36
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経験年数の短い職員が多い

市 年齢別職員構成の状況

（平成 年 月 日現在）
37

2065年
0～14歳：10.2％
65歳以上：38.4％

2018年
0～14歳：12.2％
65歳以上：28.1％

（３）将来動向の把握 高齢化の進行

内閣府 令和元年版高齢社会白書 p.4（再掲） 38

（４）問題の把握
デジタル・ディバイドの存在

市民目線の欠如

職員の育成機能が貧弱

・ 技術を活用できる市民とできない市民がいる
・ 技術の導入について職員・自治体間で差がある

・非効率だと思う業務がある
・市民ニーズは多様化している

・業務多忙である
・仕事のミスが発生している
・キャリア形成ができない

39

３、課題の設定

40

課題の設定
デジタル・ディバイドの解消

市民目線のサービス提供

業務遂行ノウハウの継承

・ 技術を活用できる市民とできない市民の差をなくす
・ 技術の導入について職員・自治体間の差をなくす

・非効率だと思う業務をなくす
・市民ニーズの多様化に対応する

・業務多忙である
・仕事のミスが発生している
・キャリア形成ができない

41

４、政策

42

37 38

39 40

41 42
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導入する 技術について

第 グループで導入を決めたのは

です

「電子決裁システム」

43

電子決裁システムでできること

・出張先での決裁の確認
・紙の削減
・決裁文書の管理
・テレワークの実施
・申請フォームの構築

44

Ｋ市の状況

Ｋ市では電子決裁システムの導入が
決まり、電子決裁を行うことで以下の
効果が得られることが判明している。

①紙の購入費削減
②文書を探す時間の削減

45

紙の購入費用の削減

Ｋ市では年間約 万円を紙の購入に
費やしているが、電子決裁を行うこと
でその購入費用を約半分に抑えること
ができる。

年間で約 万円の紙の
購入費用が削減可能！

46

文書を探す時間の削減
電子決裁システムを導入することで、
文書を探す際に今まで過去の起案文書
等を引っ張り出してきていたものが、
データで検索することが可能となるの
で、 人あたり 日 分時間を作ること
が可能。

分× 人＝ 分（ 時間）
職員 人分の労働時間に相当！

47

削減したカネ・時間を・・・

48

43 44

45 46

47 48
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来庁困難者のための
訪問型申請サービス
～愛称：どこでも市役所～

政策名

49

どこでも市役所とは

来庁が困難な市民であり、パソコン等
の操作ができない市民の自宅に職員が
タブレットを持参して、電子申請の補
助を行うサービスです。

50

サービスの対象者

①パソコンやスマートフォンなどを所
持していない人
②入院中や施設入所中で電子機器の使
用に制限のある人
③上記に該当しないが、庁内の別部署
などから同行訪問の依頼があった人。

51

情報提供 申請の補助

どこでも市役所のイメージ図

ＣＷやケアマネジャー

52

どこでも市役所の組織体制

職員は 名を配置予定
【内訳】
 庁内での電子申請の調整役： 人
 市民宅に訪問する職員： 名
 非常勤職員： 名（状況に応じて）

53

部署の業務内容

・来庁困難者のための訪問型申請サービス
・訪問時に行う市の事業の情報提供
・電子申請の市民への普及活動

普及イベントの実施
市民向けマニュアル等の作成、公開

・庁内における申請の電子化の調整役

54

49 50

51 52

53 54
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どこでも市役所で取り扱う申請内容

どこでも市役所の開始当初は、他市の
総合窓口で取り扱っている申請を参考
にして、サービスを開始。
将来的には他の部署でもタブレット端
末を持参しサービスができるように事
業の拡充を行います。

55

STEP１（どこでも市役所部署）

・転入、転出の届出
・住民票、戸籍謄本等の発行
・納税証明書等の発行
・国民健康保険及び国民年金の届出
・飼い犬の登録
・粗大ごみの受付業務

STEP２（福祉・教育部門へ拡張）

・保育園の申込
・学童保育の申込
・転校の届出
・生活保護の一時扶助

など

STEP３（全庁的に実施）

・専門的な知識が必要な申請
（補助金等）

など

STEP 
UP!

各部署が受付する業務

どこでも市役所の
担当部署が受付する業務

企業等に
職員が訪問
その場で
補助金の

申請が可能に

どこでも市役所で受付する業務の種類

56

どこでも市役所
担当部署の職員

２

・どこでも市役所
担当部署の職員

・子ども家庭部職員
・健康福祉部職員
・教育委員会職員

３

・電子申請を
取り扱う部署の
全ての職員

庁内での普及段階について

57

【第１段階】
ケアマネージャーや生活保護ケース
ワーカー等に事業の周知を行い、
サービスを必要とする市民のもとへ
向かいサービスを行う。
【第２段階】
広報等で周知し市民からの要望によ
りサービスに向かう。

自分で申請できる人にはセミナーを案内する

普及方法

58

訪問時の市の事業に関する情報提供

訪問時に申請の受付を行うだけでなく、
訪問先の市民が対象となる市の事業等
について、訪問時に情報提供を行う。

提供する情報は、広報誌や各部署からお知らせしたい情報を募る

59

電子申請の市民への普及

①公式サイトへのマニュアルの掲載
⇒パソコンやタブレット等の操作に
慣れている人向け

②電子申請に関するセミナーの実施
⇒パソコンやタブレット等の操作に
不安があるが、自分で申請を行いた
い人向け

60

55 56

57 58

59 60
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期待される効果①

市民のサービスの向上

市民ひとりひとりが必要とする情報を
提供することができ、今まで知らな
かった情報を伝えることができる。

61

期待される効果②

職員のモチベーションアップ

市民に提供される情報がリアルタイム
で更新可能なため、職員としても価値
のある情報を提供することが可能。

62

期待される効果③

市民の 習熟度の向上

将来的な電子申請の増加

窓口業務の減少による働き方改革

63

コスト

歳出
項目 金額（円）

システム導入費用

システム維持管理費用
（年間）

合計

64

今後の展望

訪問記録・状況を個別に収集すること
でビッグデータとして活用

【例】
訪問先のデータを作成。
来庁困難者＝避難困難者であるため
災害時に優先的に避難を促すことが可能。

65

まとめ
～現状・課題～
・少子高齢化
・財源不足
・デジタル・ディバイドの進展

～将来像～
・職員の不足によるサービスの欠如
・財源不足によるサービスの欠如
・デジタル・ディバイドによるサービス欠如

市の魅力・人口・財政はスパイラル的に悪化
66

61 62

63 64

65 66
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まとめ
～２グループの政策「どこでも市役所」～
・デザイン思考で市民の方とサービスを創出する
・訪問サービスによりデジタル・ディバイドを解消
・付加価値の高い情報提供による“頼れる存在”

～政策の効果～
・真に必要なサービスの提供
・市民の隠れたニーズを知る存在
・困ったら助けに行ける体制

職員・市役所・市民が困難に立ち向かう 市
67

ご清聴ありがとうございました。

68

67 68
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２グループ成果発表会の様子 
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■ 研修概要 
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9:00 9:30 16:30

9:00 16:30

9:00 16:30

9:00 16:30

9:00 16:30

9:00 16:30

9:00 16:30

9:00 16:30

※上記時間割は予定であり、変更する場合もありますのでご容赦ください。

研　修　時　間　割　表

令和元年度　自治体経営研修「政策課題研究」
働き方改革の推進に向けたＩＣＴ技術の活用

12:15 13:15

１
日
目

９月13日
（金）

オ
リ
エ
ン

テ
ー

シ

ョ
ン

【基調講義】
　（講義）
　　（一社）行政情報システム研究所
　　　狩野　英司

昼
休
み

【調査・研究】
　（講義・グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

12:15 13:15

２
日
目

９月20日
（金）

【調査・研究】
　（グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

昼
休
み

同左

12:15 13:15

３
日
目

10月４日
（金）

【調査・研究】
　（グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

昼
休
み

同左

12:15 13:15

４
日
目

10月21日
（月）

【調査・研究】
　（グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

昼
休
み

同左

12:15 13:15

５
日
目

11月６日
（水）

【調査・研究】
　（グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

昼
休
み

同左

昼
休
み

同左

12:15 13:15

６
日
目

11月18日
（月）

【調査・研究】
　（グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

昼
休
み

同左

８
日
目

12月20日
（金）

【調査・研究】
　（リハーサル）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

昼
休
み

【成果発表】
　（講評）
　　（一社）行政情報システム研究所
　　　狩野　英司
　
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

12:15 13:15

７
日
目

12月２日
（月）

【調査・研究】
　（グループ演習）
　　東京都市町村職員研修所
　　　特別講師　野島　憲一・本橋　信行

研
修
室
案
内

【基調講義】【成果発表】
　階段研修室（東京自治会館　別館１階）
【調査・研究】
　３１１研修室・３１２研修室（東京自治会館　別館３階）
他

研
修
担
当

　東京都市町村職員研修所
　　教務課　研修第一係　秋山・永田
　　　TEL：042-384-6444
　　　FAX：042-384-7042
　　　E-Mail：n_akiyama@tskweb.jp
     　　 　　　t_nagata@tskweb.jp

12:00 13:00

－ 99 －



４　自治体経営研修

目標

向上能力

対象

日数 8日

時間 52:00

科　目　名 時間数

基調講義 3:15

調査・研究 45:30

成果発表 3:15

講師

テーマ

【基調講義】【成果発表】
　一般社団法人 行政情報システム研究所 　狩野英司
【調査・研究】
　研修所特別講師　野島憲一　本橋信行

働き方改革の推進に向けたＩＣＴ技術の活用

テーマ趣旨

働き方改革は、日本の生産年齢人口が減少している中で効率的な経済活動を実現していくため、急務
に取り組むべき課題である。

都内市町村においても、団塊世代の一斉退職や行財政改革の推進などに伴い、すでに職員数は減少傾
向にあり、今後、限られた人員の中で市民サービスを継続していくためには、職員の生産性向上や、業
務効率化がますます重要なものとなってくる。

このような中、業務効率化の手段として、RPA（ロボットによる業務自動化：Robotics Process
Automation）等のICT技術を導入する自治体が増えている。

実際にICT技術を導入した自治体では、作業時間の短縮、作業ミスの削減といった業務改善に繋がる
成果を上げている例も多く、今後さらに幅広い分野で活用が期待されている。

しかしながら、ICT技術の導入に当たっては、活用できる業務の見極めや、コスト、セキュリティ面
など、慎重に検討しなければならない点が多いことも事実であり、長期的なビジョンが必要となる。

こうした観点から、本研修では、基礎的自治体において働き方改革を推進する上でのICT技術活用の
可能性に関する調査研究を行い、政策を提言する。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・テーマに関する基調講義 講　　義

・自治体の現状と課題
・政策形成論
・グループによる調査、研究、報告書
作成

講　　義
討　　議

・研修成果の発表 発　　表

政策課題研究

・研修テーマとして設定された、自治体が直面している重要な政策課題に関する知識の習得
を図る。
・各種情報の収集、活用を行い、地域や組織に潜在する課題を発見し、政策として具体化す
る能力の向上を図る。
・長期間に及ぶ他自治体職員との交流により、人的ネットワークの形成と、危機意識や改革
意識の醸成を図る。

政策形成、課題発見、情報収集・活用、課題解決、企画・政策立案

原則として在職５年以上の職員で、政策形成能力が必要とされる職員

研修日程
 9/13（金）、 9/20（金）、10/ 4（金）、10/21（月）、

11/ 6（水）、11/18（月）、12/ 2（月）、12/20（金）
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自治体経営研修

・設定されたテーマに対して、約４か月にわたってグループで調査、研究を行い、政策を提言するゼミ
ナール型の研修です。
・主な研修の流れとしては、自治体の置かれている現状と政策課題を分析し、そこから具体的な政策提
言を行い、最後には報告書にまとめ上げます。
・研修初日は外部講師による基調講義を聴講します。最終日には、各市町村から聴講生を募集した公開
形式の研究成果発表会を行い、外部講師から講評をいただきます。
・研修の進行状況により、研修生からの要望があり研修所が必要と認めた場合は、研修日程を追加する
場合があります。
・「問題発見能力の向上」、「政策形成能力の向上」、「他団体の研修生との強い絆」など日常業務だ
けでは経験できない貴重なものを得ることができます。

参加した研修生の声

【平成30年度の研修テーマ】
これからの地域と高齢者との関わりを考える
【本科生の声】
・グループでの議論が滞った際、講師から的確なアドバイスがあり有益でした。
・他の市町村職員と一丸となって取り組むことは貴重な経験となった。また、成果発表はプレゼンテー
ションの練習にもなり、非常に多くのことを得られたように感じる。
・他自治体職員と深い議論ができ、つながりが持てたことが良い財産となりました。
・テーマが広く、限られた時間でまとめるのが大変だった。
【基調講義参加者の声】
・高齢者の実態や柏市の生きがい就労の取り組みの講義を通じて、高齢者の活躍の可能性や地域を拠点
とした活性化のヒントが得られた。
・高齢者と地域の繋がりは全国的に課題となっているが、就労によって地域と結びつける具体的なモデ
ルを示していただけたので良かった。
・高齢者の方へのイメージが変わりました。支えるべきという考えがありましたが、ともに社会を支え
ることが大切だと思いました。
【成果発表会参加者の声】
・人生100年時代、65歳からの人生の政策を改めて考えていく必要があることを再確認した。
・プレゼンの構成がよく、中身もしっかり考えられたものであり、勉強になりました。
・政策の視点が新鮮であり、色々なアイデアを整理し合って成果を導いた様子が伺えました。
・高齢者に関する現状の分析、考察から、高齢者の特徴を把握し、ターゲットを絞って具体的な政策提
言を行っており、実現性があると感じました。

政策課題研究

研修所メッセージ
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令和元年度 自治体経営研修「政策課題研究」
基調講義（公開講義）

東京都 市町村職員向け研修

とき

ところ

東京自治会館 別館 階
階段研修室

雑誌「行政＆情報システム」編集人。中央官庁、大手シンクタンク、

大手メーカー勤務を経て現職。電子行政に関する調査研究、政府・自

治体・企業等のシステム構築やＢＰＲ（業務改革）に、ユーザー／コ

ンサルタントの両方の立場で携わる。現在の研究テーマは、データ、

デジタル、デザインの３つのＤを通じた行政の業務・サービス改革。

「月刊 」「月刊 地方自治職員研修」等での連載、行政機関・企

業等へのセミナー・研修講師、メディア取材等多数。米国 認定プ

ロジェクトマネジメント・プロフェッショナル、情報処理技術者（

ストラテジスト、プロジェクトマネージャ）、認定スクラムマスター。

東京都立大学（現：首都大学東京）法学部卒業、筑波大学大学院ビジ

ネス科学研究科（ ）修了。

： ～ ：
（開場 ： ）

狩野 英司 氏

（一社）行政情報システム研究所
調査普及部長／主席研究員

東京都市町村職員研修所

講師

◇ テーマに興味のある、対象団体
のどなたでもご参加いただけます。

◇ お申し込みは、各団体の研修
担当者までお問い合わせください。

働き方改革は、日本の生産年齢人口が減少してい
る中で効率的な経済活動を実現していくため、急務
に取り組むべき課題です。都内市町村においても、
今後、限られた人員の中で市民サービスを継続して
いくためには、職員の生産性向上や、業務効率化が
ますます重要となっています。
このような中、業務効率化の手段として、 等
の 技術を導入する自治体が増えています。実際
に 技術を導入した自治体では、作業時間の短
縮、作業ミスの削減といった業務改善に繋がる成果
を上げている例も多く、今後さらに幅広い分野で活
用が期待されています。しかしながら、 技術の
導入に当たっては、活用できる業務の見極めや、コ
スト、セキュリティ面など、慎重に検討しなければ
ならない点が多いことも事実です。
この基調講義では、働き方改革を推進する上での
技術活用について、その可能性を考えるきっか

けとなるよう、 ・ の実用化の状況や先進事例
を紹介します。

働き方改革の推進に向けた
ＩＣＴ技術の活用

◇

令和元年 月 日 金
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働き方改革革の推進に向けた働き方改革革の推進
ＩＣＴ技術術術術術術術術術の活用

向けた
用用用用用用用用用用用用用用用用

令和元年度 自治体経営研修 政策課題研究 成果発表会

場所

とき

： ～ ：
令和元年 月 日 金

（開場 ： ）

東京自治会館 別館１階

階段研修室

『政策課題研究』は、自治体が直面する重
要課題をテーマに、研修生による自主的な
調査研究を通じて政策形成能力の向上を図
ることを目的とした研修です。
今年度は、「働き方改革」を大きなテーマ

とし、生産年齢人口が減少しているなかで
効率的な経済活動を実現していくために
は、日進月歩で進化しているＩＣＴ技術を
どのように利用すればよいのか、そしてど
のような職場にしたいのか、 名の研修生
が全８回にわたり議論を重ねてきました。
働き方改革の推進に向けた 技術の活
用について政策案を発表します。研修生に
よる発表会に、ぜひお越しください。

東京都市町村職員研修所

雑誌「行政＆情報システム」編集人。中央官庁、大手シンクタンク、大手メーカー勤
務を経て現職。電子行政に関する調査研究、政府・自治体・企業等のシステム構
築やＢＰＲ（業務改革）に、ユーザー／コンサルタントの両方の立場で携わる。現
在の研究テーマは、データ、デジタル、デザインの３つのＤを通じた行政の業務・サー
ビス改革。
「月刊 」「月刊 地方自治職員研修」等での連載、行政機関・企業等へのセ
ミナー・研修講師、メディア取材等多数。米国 認定プロジェクトマネジメント・プ
ロフェッショナル、情報処理技術者（ ストラテジスト、プロジェクトマネージャ）、認
定スクラムマスター。
東京都立大学（現：首都大学東京）法学部卒業、筑波大学大学院ビジネス科
学研究科（ ）修了。

コメンテーター

調査普及部長／主席研究員

狩野 英司 氏

（一社）行政情報システム研究所

◆テーマに興味のある、対象団体のどなたでも参加いただけます。
◆参加申込みは、所属団体の研修担当者まで。

狩野氏に政策案への講評と総括講義を
していただきます。

月 日に開催した基調講義（公開講義）の様子
地方自治職員研修」等での連載、行政機関・企業等へのセ

東京都立大学（現：首都大学東京）法学部卒業、筑波大学大学院ビジネス科

狩野氏に政策案への講評と総括講義を
していただきます。

か の う え い じ
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プログラム

発 表 者
１グループ ２グループ

八王子市 福祉部高齢者いきいき課 金川　昌央 八王子市 行財政改革部情報管理課 村野　ありさ
立川市 行政管理部人事課 髙城　毅 青梅市 経済スポーツ部商工観光課 宮島　孝広
青梅市 市民部資産税課 町田　陵 国立市 行政管理部総務課 北原　智子
東村山市 市民部課税課 伊藤　和歌子 福生市 教育部公民館 大橋　雄希
多摩市 企画政策部情報システム課 井奈波　翔太 東大和市 子育て支援部青少年課 岡部　聡
稲城市 市民部保険年金課 川本　佳宏 武蔵村山市 協働推進部環境課 藤野　雄太
瑞穂町 都市整備部産業課 内野　大輔 羽村市 上下水道部（公営）上下水道設備課 渡邉　裕成
全国市長会 総務部 樺澤　佳子

13：15～13：30 １５分 開会挨拶・オリエンテーション・研修所講師挨拶

13：30～14：15 ４５分 １グループ成果発表

14：15～15：00 ４５分 ２グループ成果発表

15：00～15：20 ２０分 休憩・質問票記入
15：20～15：35 １５分 質疑応答

15：35～16：20 ４５分 講評・総括講義（狩野 英司氏）

16：20～16：30 １０分 研修所講師挨拶・閉会
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あとがき 

 

今年度の政策課題研究は、『働き方改革の推進に向けた ICT 技術の活用』をテーマに実施

しました。初日に実施した基調講義では、一般財団法人 行政情報システム研究所 調査普

及部長・主席研究員である狩野英司氏にご登壇いただき、AI・RPA といった最新の ICT 技術

に関する解説だけでなく、実用化の状況や、導入における課題、今後の展望に至るまでご

講義をいただきました。特に、働き方改革を踏まえた上での ICT 技術を活用した自治体の

取組事例や、デザイン思考の視点からの考え方は、研修生にとってもその後の調査・研究

を進めていく上で非常に参考になったかと思います。 

 

さて、今回のテーマである「働き方改革」、「ICT 技術」いずれにおいても社会の関心が高

まってきておりますが、２つが合わさると難しい課題でした。多摩地域の自治体において

も先進事例が少なく、難しくも取り組み甲斐のあるテーマだったかと思います。そのよう

な中で、「現状分析」から「政策立案」に至るまで、一人一人の研修生が意見を出し合いな

がら積極的に取り組み、時には迷いながらも、試行錯誤を重ねた末、実りのある政策提言

を作成することができました。研修の回数を重ねていく中で、研修生同士がお互いを尊重

し、困った時はフォローをし合いながら協力して議論をしていく姿に担当者としても感銘

を受けました。 

 

研修最終日の成果発表会では、研修生の上司や先輩、このテーマに興味・関心をお持ち

の多くの方々にお越しいただき、「今後、働き方改革を推進していく上で、有効な手段にな

ると感じた。」、「政策案の実現可能性が高かったため、参考になった。」等、政策を高く評

価するご意見を数多くいただきました。また、狩野氏には基調講義から引き続き、成果発

表に対するコメンテーターとしてご参加・ご講評をいただくとともに、将来的な展望を踏

まえた視点からの助言等をいただきました。研修生にとっても、自分たちで一から考えた

政策を多くの聴衆の前で発表でき、さらに発展させた講評をしていただけたのは、日常の

業務では得難い貴重な経験となったことと思います。 

 

最後になりましたが、この難しいテーマに最後まで真摯に取り組んでいただきました研

修生、４か月にわたる長期間の研修に研修生を送り出していただいた職場の皆様、そして、

多大なるご指導・ご協力を賜りました狩野氏に、この場を借りて厚く御礼申し上げます。 

 

東京都市町村職員研修所 教務課  

 研修第一係 秋山なつみ・永田拓  
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令和元年度 自治体経営研修「政策課題研究」 名簿 

 
＜研修生＞第１グループ 

団 体 氏 名 所 属 

八王子市 金川 昌央 福祉部高齢者いきいき課 

立川市 髙城 毅 行政管理部人事課 

青梅市 町田 陵 市民部資産税課 

東村山市 伊藤 和歌子 市民部課税課 

多摩市 井奈波 翔太 企画政策部情報システム課 

稲城市 川本 佳宏 市民部保険年金課 

瑞穂町 内野 大輔 都市整備部産業課 

全国市長会 樺澤 佳子 総務部 

 
＜研修生＞第２グループ 

団 体 氏 名 所 属 

八王子市 村野 ありさ 行財政改革部情報管理課 

青梅市 宮島 孝広 経済スポーツ部商工観光課 

国立市 北原 智子 行政管理部総務課 

福生市 大橋 雄希 教育部公民館白梅会館 

東大和市 岡部 聡 子育て支援部青少年課 

武蔵村山市 藤野 雄太 協働推進部環境課 

羽村市 渡邉 裕成 上下水道部（公営）上下水道設備課 

 
＜講師＞ 

担当科目 氏 名 所 属 

基調講義・成果発表 狩野 英司 
一般財団法人 行政情報システム研究所 

調査普及部長・主席研究員 

調査・研究 
野島 憲一 東京都市町村職員研修所 特別講師 

本橋 信行 東京都市町村職員研修所 特別講師 

 
＜事務局＞ 

氏 名 所 属 

秋山 なつみ 東京都市町村職員研修所 教務課 研修第一係（府中市より派遣） 

永田 拓 東京都市町村職員研修所 教務課 研修第一係（あきる野市より派遣） 
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